
日本フライングディスク協会	
 

フライングディスク・スポーツ公認指導者規定	
 

平成１６年	
 ４月	
 ３日	
 制定	
 

第１章	
 総則	
 

	
 

第	
 １	
 条	
 この規定は日本フライングディスク協会（以下「本協会」という）規約第４条の６に基づいて、フライングディスク・スポーツ公

認指導者（以下「指導者」という）の養成と認定に必要な事項を定める。	
 

第	
 ２	
 条	
 この規定は、指導者を養成し、その資質の向上をはかり、フライングディスク・スポーツの普及・発展に資することを目的とする。	
 

第	
 ３	
 条	
 指導者とは「公認指導者認定講習会（第３章）」において試験に合格し、所定の手続きを経て、認定された者をいう。	
 

第	
 ４	
 条	
 指導者の種別	
 

	
 	
 	
 	
 	
 フライングディスク・スポーツの知識とその技術・指導について、本協会が認めた者を指導者として次の５者に区分し認定する。	
 

１．インストラクター１級	
 

フライングディスク・スポーツについての卓越した知識を持ち、その技術・指導において高度な水準に達している者とする。	
 

２．インストラクター２級	
 

フライングディスク・スポーツについての卓越した知識を持ち、その技術・指導において一定の水準に達している者とする。	
 

３．ディスクアドバイザー１級	
 

フライングディスク・スポーツについての十分な知識を持ち、その普及にあたる十分な基本的技能を有する者とする。	
 

４．ディスクアドバイザー２級	
 

フライングディスク・スポーツについての十分な知識を持ち、その普及にあたる一定水準の基本的技能を有する者とする。	
 

５．ディスクアドバイザー３級	
 

	
 	
 フライングディスク・スポーツについての基礎的な知識を持ち、その普及にあたる初歩的技能を有する者とする。	
 

第	
 ５	
 条	
 「認定」とは、指導者の資格を得ようとする者を審査し、その合格者を所定の手続きを経て、公認するまでをいう。この資格は、

協会の会長が付与する。	
 

	
 

第２章	
 認定審査	
 
	
 

第	
 ６	
 条	
 この認定は、普及委員会がこれを行う。	
 

第	
 ７	
 条	
 インストラクター１級は、本協会主催の「インストラクター１級認定講習会」に出席し、本協会普及委員会が適格と認めた者に本

協会の会長が資格を付与する。	
 

第	
 ８	
 条	
 インストラクター２級は、本協会主催の「インストラクター認定講習会」に出席し、本協会普及委員会が適格と認めた者に本協会

の会長が資格を付与する。	
 

第	
 ９	
 条	
 ディスクアドバイザー１級は、本協会主催の「ディスクアドバイザー１級認定講習会」に出席し、本協会普及委員会が適格と認め

た者に本協会の会長が資格を付与する。	
 

第１０条	
 ディスクアドバイザー２級は、本協会主催の「ディスクアドバイザー２級認定講習会」に出席し、本協会普及委員会が適格と認め

た者に本協会の会長が資格を付与する。	
 

第１１条	
 ディスクアドバイザー３級は、本協会が主催または承認した「ディスクアドバイザー３級認定講習会」に出席し、本協会普及委員

会が適格と認めた者に本協会の会長が資格を付与する。	
 

第１２条	
 認定員	
 

１．普及委員会は、認定業務を遂行するために「認定員」若干名を委嘱することができる。	
 

２．認定員は指導者認定に必要な審査にあたる。	
 

第１３条	
 指導者の認定を受ける資格は次の通りとする。	
 

１．本協会の会員であること。	
 

２．公認指導者認定講習会の課程（別表１）を修了し、指導者認定試験に合格した者で有ること。	
 

３．年齢１８歳以上であること。	
 

第１４条	
 認定に必要な規準は別に定める。	
 

	
 

第３章	
 公認指導者認定講習会	
 
	
 

第１５条	
 公認指導者認定講習会の種別	
 

公認指導者認定講習会は次の５者に区分され、それぞれの課程は原則として「別表１」の通りとする。	
 

１．インストラクター１級認定講習会	
 

本協会が主催する。インストラクター１級の認定を受けるための講習会及び認定試験を行う。	
 



２．インストラクター２級認定講習会	
 

本協会が主催する。インストラクター２級の認定を受けるための講習会及び認定試験を行う。	
 

３．ディスクアドバイザー１級認定講習会	
 

本協会が主催または承認する。ディスクアドバイザー１級の認定を受けるための講習会及び認定試験を行う。	
 

４．ディスクアドバイザー２級認定講習会	
 

本協会が主催または承認する。ディスクアドバイザー２級の認定を受けるための講習会及び認定試験を行う。	
 

５．ディスクアドバイザー３級認定講習会	
 

本協会が主催または承認する。ディスクアドバイザー３級の認定を受けるための講習及び認定審査を行う。	
 

第１６条	
 本協会以外の団体が主催しようとするディスクアドバイザー３級認定講習会は「別表２－１」に定める要件を満たし、かつ「別表

２－２」に定める手続きを経て、本協会の承認を得なければならない。	
 

第１７条	
 主催者は、公認指導者認定講習会開催にあたって、原則として広く告知しなければならない。また、参加料を受講者から徴収する

ことができる。	
 

第１８条	
 主催者は、公認指導者認定講習会課程の修了者に履修課目とその時間を明記した受講証明書（様式４－１、４－２）を交付する。	
 

ただし、受講後、ただちに認定試験を受ける場合は交付を免除することができる。	
 

第１９条	
 主催者は、公認指導者認定講習会において受講者に対して所定の審査を行い、その受験料を徴収することとする。	
 

第２０条	
 本協会以外が公認ディスクアドバイザー１級・２級・３級認定講習会を主催した場合は、主催者は２週間以内に受講者名簿と講習

会の報告書（様式２）を本協会に提出しなければならない。	
 

	
 

第４章	
 登録、更新および失効	
 
	
 

第２１条	
 認定審査合格者で指導者の資格認定を受けようとする者は、公認申請書（様式９）に別に定める認定料（別表３）を添えて本協会

に提出しなければならない。主催者が本協会以外である場合は、主催者が公認申請書及び認定料の徴収を代行することとする。	
 

第２２条	
 指導者の公認手続きは次の通りとする。	
 

	
 	
 	
 １．本協会の主催する公認指導者認定講習会による指導者の認定	
 

	
 	
 	
 	
 	
 認定審査合格者から提出された公認申請書は、指導・普及委員長が審査し、本協会会長に提出される。	
 

	
 	
 	
 	
 	
 これを受けた本協会会長は事務本部を経て指導者認定証を交付する。	
 

	
 	
 	
 ２．本協会以外が主催する公認指導者認定講習会における指導者の認定	
 

	
 	
 	
 	
 	
 主催者は指導者認定申請書（様式３）を作成し、認定審査合格者全員の公認申請書と認定料をとりまとめ、２週間以内に本協会に

提出しなければならない。これを受けた普及委員長は審査の上、本協会会長に提出する。	
 

これを受けた本協会会長は事務本部を経て指導者認定証を交付する。	
 

第２３条	
 指導者の資格有効期限はそれぞれ次の通りとする。	
 

	
 	
 	
 １．インストラクター１級の資格有効期限は、その認定を受けた日の翌年度から２年間とする。	
 

	
 	
 	
 ２．インストラクター２級の資格有効期限は、その認定を受けた日の翌年度から２年間とする。	
 

	
 	
 	
 ３．ディスクアドバイザー１級の有効期限は、特に設けない。ただし、その者が当協会の会員資格を失った時点で同時にその資格を失

うものとする。	
 

	
 	
 	
 ４．ディスクアドバイザー２級の有効期限は、特に設けない。ただし、その者が当協会の会員資格を失った時点で同時にその資格を失

うものとする。	
 

	
 	
 	
 ５．ディスクアドバイザー３級の資格有効期限は、特に設けない。ただし、その者が当協会の会員資格を失った時点で同時にその資格

を失うものとする。	
 

第２４条	
 登録の更新の方法はそれぞれ次の通りとする。	
 

	
 	
 	
 １．インストラクター１級がその登録を更新するためには、その資格有効期限の終了する２ヶ月前から１ヶ月前までに登録更新申請書

（様式５）に、指導者認定証および別に定める登録更新認定料を添えて本協会普及委員長に提出しなければならない。	
 

	
 	
 	
 ２．インストラクター２級は、インストラクター１級に準ずる。	
 

	
 	
 	
 ３．ディスクアドバイザー１級がその登録を更新するためには、会員の登録を更新するだけでよい。	
 

	
 	
 	
 ４．ディスクアドバイザー２級がその登録を更新するためには、会員の登録を更新するだけでよい。	
 

	
 	
 	
 ５．ディスクアドバイザー３級がその登録を更新するためには、会員の登録を更新するだけでよい。	
 

	
 	
 	
 ６．上記のいずれの場合も、一度資格を失った場合は、再度新規に認定を受けなければならない。	
 

第２５条	
 指導者は次のいずれかに該当した場合、その資格を失う。	
 

	
 	
 	
 １．本協会の会員資格を失った場合。	
 

	
 	
 	
 ２．インストラクター１級及びインストラクター２級が登録更新の手続きを取らなかった場合。	
 

	
 	
 	
 ３．普及委員会が指導者として不適格と認めた場合。	
 

第２６条	
 指導者は、指導者認定証に記載された事項に変更があった時は、指導者認定証を添えて１ヶ月以内に本協会本部に提出し、その訂

正を受けなければならない。	
 



第２７条	
 指導者が、指導者認定証を汚損または紛失したときは、本協会本部に申請し再交付を受けることができる。再交付手数料は別に定

める。（別表３）	
 

	
 

第５章	
 指導者の任務および特典	
 

	
 

第２８条	
 指導者の任務はそれぞれ次の通りとする。	
 

	
 	
 	
 １．インストラクター１級の任務	
 

	
 	
 	
 	
 １）インストラクター１級は、公認指導者認定講習会にて講師を務める。	
 

	
 	
 	
 	
 ２）インストラクター１級は、公認指導者認定講習会における認定試験の合否判定を行う。	
 

	
 	
 	
 	
 ３）インストラクター１級は、本協会主催もしくは公認の講習会にて講師を務める。	
 

	
 	
 	
 	
 ４）インストラクター１級は、本協会の規約及び規定に従い、本協会の指導・普及事業に協力する。	
 

	
 	
 	
 ２．インストラクター２級の任務	
 

	
 	
 	
 	
 １）インストラクター２級は、公認指導者認定講習会にて講師もしくは講師の補助員を務める。	
 

	
 	
 	
 	
 ２）インストラクター２級は、公認指導者認定講習会における認定試験の合否判定を行う。	
 

	
 	
 	
 	
 ３）インストラクター２級は、本協会主催もしくは公認の講習会にて講師または講師の補助員を務める。	
 

	
 	
 	
 	
 ４）インストラクター２級は、本協会の規約及び規定に従い、本協会の指導・普及事業に協力する。	
 

	
 	
 	
 ３．ディスクアドバイザー１級の任務	
 

	
 	
 	
 	
 １）ディスクアドバイザー１級は、本協会主催もしくは公認の講習会にて講師の補助員を務める。	
 

	
 	
 	
 	
 ２）ディスクアドバイザー１級は、本協会の規約及び規定に従い、本協会の指導・普及事業に協力する。	
 

	
 	
 	
 ４．ディスクアドバイザー２級の任務	
 

	
 	
 	
 	
 １）ディスクアドバイザー２級は、本協会主催もしくは公認の講習会にて講師の補助員を務める。	
 

	
 	
 	
 	
 ２）ディスクアドバイザー２級は、本協会の規約及び規定に従い、本協会の指導・普及事業に協力する。	
 

	
 	
 	
 ５．ディスクアドバイザー３級の任務	
 

	
 	
 	
 	
 １）ディスクアドバイザー３級は本協会主催もしくは公認の講習会にて講師の補助員を務める。	
 

	
 	
 	
 	
 ２）ディスクアドバイザー３級は本協会の規約及び規定に従い、本協会の指導・普及事業に協力する。	
 

第２９条	
 指導者は以下の特典を受けることができる。	
 

	
 	
 	
 １．本協会普及委員会より指導者に必要な情報の提供を受けることができる。	
 

	
 	
 	
 ２．本協会より指導者証等（別表３）が支給される。	
 

	
 

第６章	
 指導者の派遣	
 

	
 

第３０条	
 指導者の派遣	
 

	
 	
 	
 	
 	
 本協会本部が主催、公認もしくは依頼を受けた講習会等への公認指導者の派遣は、全て本協会普及委員会が行う。	
 

第３１条	
 指導者の派遣に係る経費	
 

	
 	
 	
 	
 	
 本協会が前条に基づいて指導者を派遣した際、当該講習会等の主催者より支払われる謝礼金等は本協会の収入とする。本協会普及

委員長は「別表４」に基づきその料金交渉を行う。	
 

派遣された当該指導者には本協会より「別表５」に定める謝金および必要経費が支払われる。	
 

第３２条	
 指導者派遣の申請方法	
 

本協会支部、および都道府県協会または他の団体が講習会を主催し講師として当協会公認指導者の派遣を依頼する場合は、当該講

習会は当協会が公認する講習会でなければならない。	
 

	
 	
 	
 	
 	
 主催者は「講習会公認申請書」（様式６）と「公認指導員派遣依頼書」（様式７）を作成し本協会普及委員長宛に提出し、承認を得

るものとする。	
 

第３３条	
 派遣報告	
 

第３０条に基づき派遣された指導者は、当該講習会等の終了後１週間以内に「講習会報告書」（様式１０）に経費精算書、謝礼金等

を直接受け取った場合は謝礼金等を添えて、本協会普及委員長宛に提出しなければならない。	
 

	
 

	
 付	
 則	
 

１．この規定における各種必要書類についての様式は別に定める。	
 

	
 	
 ２．この規定の改訂は理事会が行う。	
 

	
 	
 ３．この規定は、平成	
 ６年	
 ４月１６日から施行	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 平成	
 ９年	
 ４月	
 ５日に改訂	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 平成１１年	
 ４月	
 ３日に改訂	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 平成１３年	
 ３月	
 ３日に改訂	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 平成１４年	
 ２月２０日に改訂	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 平成１５年	
 ３月２９日に改訂	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 平成１６年	
 ４月	
 ３日に改訂	
 


